
 

 

１．目的 

この要領は、「救急医療対策事業実施要綱」（昭和52年７月６日付け医発第692号厚生

省医務局長通知）及び「ドクターヘリ導入促進事業の実施について」（平成13年９月

６日付け医政発第892号厚生労働省医政局長通知）に基づき、関係機関相互の密接な

連携により、大阪府ドクターヘリ運営事業を円滑かつ効果的に実施するために、ド

クターヘリの運航に必要な事項について定める。 

大阪府ドクターヘリ運営事業は、大都市圏域であるという大阪の実情と特性を活

かしつつ、救急車を補完し、救急患者の救命率の向上及び広域救急患者搬送体制の

充実並びに災害発生時の医療救護活動の充実を図ることを目的として実施する。 

 

２．用語の定義 

この要領における用語の定義は、以下のとおりとする。 

（１）ドクターヘリ 

救急医療用の医療機器等を装備したヘリコプターであって、救急医療の専門

医及び看護師等が同乗し救急現場に向かい、現場等から医療機関に搬送するま

での間、患者に救命医療を行うことのできる専用のヘリコプターをいう。 

（２）基地病院 

救命救急センターであって、ドクターヘリを配備する病院をいう。 

（３）救急現場 

災害により生じた事故若しくは屋外若しくは公衆の出入する場所において生

じた事故又は災害による事故等に準ずる事故その他の事由による傷病者のうち、

医療機関へ緊急に搬送する必要があるものを、救急隊によって医療機関へ搬送

するために、救急隊が出動する場所をいう。 

 

３．運航体制 

（１）事業主体 

大阪府ドクターヘリ運営事業は、関西広域連合が実施する。 

（２）基地病院 

基地病院は、大阪大学医学部附属病院とする。 

（３）関係機関の相互協力 

大阪府ドクターヘリ運営事業の目的を実現するため、事業主体及び基地病院



 

 

並びに運航事業者は、消防機関及び警察関係機関、医療機関及び医師会、市町

村、その他の関係機関と相互に密接に連携・協力して、傷病者の救命や後遺症

の軽減等を最優先とし、最短の時間で治療を開始すること目指して、ドクター

ヘリを安全かつ効果的に運航する。 

（４）大阪府ドクターヘリ運航調整委員会 

「大阪府ドクターヘリ運航調整委員会設置要綱」に基づき、「大阪府ドクター

ヘリ運航調整委員会」を設置し、この要領に関することのほか、離着陸場所、

訓練、普及啓発などドクターヘリ運航に関して必要な事項に関することを検討、

協議する。 

 

４．運航に関する基本的事項 

（１）運航日及び運航時間 

ドクターヘリは、原則として、毎日（土曜日、日曜日、国民の休日を含む）

午前８時30分から日没まで運航する。 

なお、ドクターヘリ出動要請最終時刻は、別紙１－１～１－５のとおりとす

る。 

（２）出動対象地域 

救急現場への出動は、原則として、大阪府内、奈良県内、和歌山県北部、滋

賀県内、京都府南部とする。施設間搬送のための施設への出動は、原則として、

近畿２府４県（大阪府、京都府、兵庫県、和歌山県、奈良県、滋賀県）内とす

る。 

なお、災害発生時においては、この限りではない。 

（３）気象条件 

ドクターヘリは、昼間有視界飛行により運航するものとする。気象条件によ

る飛行の可否の判断は、ドクターヘリの機長（操縦士）が行う。 

なお、出動の途中で、天候不良となった場合には、機長（操縦士）の判断で

飛行を中止又は変更することができる。 

 

５．ドクターヘリの装備及び搭乗者等 

ドクターヘリの装備及び搭乗者並びに搬送人員は以下のとおりとする。 

 



 

 

（１）積載医療機器 

患者監視用モニター一式 

人工呼吸器一式 

除細動器一式 

超音波診断装置一式 

シリンジポンプ一式 

輸液ポンブ一式 

吸引器一式 

動脈血酸素飽和度計一式 

ビデオ喉頭鏡一式 

バックボード一式 

救急バック 

骨盤固定スリング一式 

（２）積載無線機 

医療業務用無線一式 

消防・救急無線一式 

航空無線一式 

（３）搭乗者 

操縦スタッフ：操縦士（機長）１名及び整備士又は操縦士１名の２名 

医療スタッフ：医師１名及び看護師１名（状況によって医師もしくは看護師 

が２名以上となる場合がある） 

（４）搬送人員 

搬送可能患者数は、一度に最大２名までとする。 

なお、患者が１名の場合、医師の判断により家族等付添いの搭乗を認めるこ

とができる。 

 

６．基地病院の体制 

（１）ドクターヘリの配備場所 

基地病院内において、ドクターヘリが離発着し待機する非公共用ヘリポート

又は飛行場外離着陸場の許可を取得する。 

 



 

 

（２）運航管理室及び運航管理責任者 

基地病院救命救急センター内に、ドクターヘリの運航管理室を整備し、運航

時間中は、運航管理責任者が常時待機する。運航管理責任者は、出動要請を受

信し、関係機関との間で出動に必要な連絡・調整を行うなど、運航に必要な管

理を行う。 

（３）操縦士等待機室及び操縦士並びに整備士 

基地病院内に、操縦士（機長）及び整備士のための待機室を整備し、運航時

間中は、操縦士（機長）及び整備士が常時待機する。操縦士（機長）及び整備

士は、出動要請があった場合、常に直ちに出動できる体制をとるものとする。 

（４）搭乗する医師及び看護師 

基地病院救命救急センター内において、運航時間中は、搭乗する医師及び看

護師が常時待機する。搭乗する医師及び看護師は、出動要請があった場合、常

に直ちに出動できる体制をとるものとする。 

（５）受入体制の確保 

基地病院は、ドクターヘリで搬送収容される患者に備えて、常時２～３程度

の空床ベッドを確保するなど、受入体制の確保に努めるものとする。 

 

７．救急現場（山間部等及び高速道路上を除く）と医療機関の間の運航 

山間部等及び高速道路上を除く救急現場へのドクターヘリの出動並びに救急現場

から医療機関へのドクターヘリによる救急搬送については、以下のとおりとする。 

なお、災害発生時については、別項によるものとする。 

（１）要請 

① 要請者 

要請者は、原則として、別紙２に定める運航範囲内の消防機関とする（相

互補完の対象となっている消防機関を含む）。 

また、運航範囲外の消防機関がドクターヘリを要請した場合でも、基地病

院が運航可能と判断した場合は、出動に応じる。ただし、運航範囲外の消防

機関からの要請に基づき出動した場合は、基地病院は大阪府健康医療部保健

医療室医療対策課に報告する。 

なお、患者又はその家族など個人からの直接の要請は受け付けない。 

 



 

 

② 要請の判断と出動要請 

消防機関の司令室が119番通報を受けた時点或いは救急隊出動中又は救急

隊員が救急現場に到着した時点或いは救護活動中において、別紙３の「ドク

ターヘリ出動基準及びキーワード」に基づいて判断し、ドクターヘリ基地病

院運航管理室に出動を要請する。使用する離着陸場所が空港や屋上ヘリポー

ト等である場合を除き、消防機関は、ドクターヘリの出動を要請した旨を警

察に通報する。 

出動要請を行った消防機関は、ドクターヘリ離着陸場所へ支援隊を出動さ

せることが望ましい。 

③ 要請の取消し 

救急隊が救急現場へ到着し傷病者の状況等がより詳細に判明したことによ

って救急隊員がドクターヘリの出動を必要としないと判断した場合には、消

防機関は、ドクターヘリが着陸する迄の間に、一度行った要請を取り消すこ

とができる。 

なお、結果として出動を必要としなかったと判断された場合でも、緊急時

の傷病者の状態を正確に把握することは困難であることから、出動を要請し

たものの責任は一切問わない。 

④ 要請及び要請取消しの連絡方法 

要請者は、ドクターヘリ基地病院運航管理室の専用電話に出動の要請及び

要請の取消しを行う。 

（２）出動 

① 出動の判断 

基地病院は、消防機関の出動要請があれば、直ちにドクターヘリを出動す

る。ただし、飛行できない気象条件の場合は、その旨を要請者に伝える。 

② 離着陸場所の決定 

ドクターヘリの出動を要請する消防機関は、予め定めた離着陸場所（飛行

場外離着陸場又は防災対応基準を満たした離着陸場所）のうち、当該救急現

場でドクターヘリを要請した場合に使用することとなっている離着陸場所の

管理者に使用の連絡をするとともに、離着陸に備えた対応を依頼する。 

何らかの理由により予定した離着陸場所が使用できない場合は、その他の

離着陸場所で当該救急現場に最も近い離着陸場所を選定し、同様の連絡、依



 

 

頼を行う。 

当該消防機関は、同時に、ドクターヘリ基地病院運航管理室及び救急現場

に出動中の救急隊に離着陸場所を連絡する。 

③ 決定した離着陸場所の警察への連絡 

ドクターヘリ基地病院運航管理室は、直ちに、②により決定した離着陸場

所を警察に連絡する。 

④ ドクターヘリ離着陸場所の安全確保 

消防機関は、管理者及び必要に応じて地元警察等の協力を得ながら、離着

陸に備えて、速やかに安全確保の措置を取る。 

（３）処置及び搬送 

① ドクターヘリ離着陸場所への搬送 

救急現場に出動中の救急隊は、速やかに、選定された離着陸場所に傷病者

を搬送する。 

② 機長の判断による着陸 

ドクターヘリの機長は、着陸場所直近に到着した時点で、消防機関、管理

者等により安全確保の措置が取られていることなど最終的な安全確認を行い、

着陸する。 

③ 処置 

ドクターヘリ搭乗医師は、搭乗看護師、現場救急隊の救急救命士等の協力

を得ながら、着陸後、直ちに、治療を開始する。 

④ 搬送先医療機関 

傷病者をドクターヘリにより搬送し、収容する医療機関は、別紙４に掲げ

る医療機関のいずれかとする。 

なお、ドクターヘリ搭乗医師の判断で別紙４以外の医療機関に搬送する場

合もある。 

⑤ 搬送先医療機関の決定 

ドクターヘリ搭乗医師は、患者の容体及び患者又は家族の希望等を考慮の

上、必要に応じて消防機関及び患者又は家族と協議して、ドクターヘリ運航

管理室を通じて或いは直接、医療機関側の収容の可否やヘリコプター離着陸

場所の使用の可否を確認の上、搬送先医療機関を決定する。 

 



 

 

⑥ 搬送手段の決定 

搬送手段は、最終的には搭乗医師が決定することとし、ドクターヘリによ

る搬送を行わず現場救急隊の救急車による搬送を行うこととすることができ

る。この際の搬送先医療機関については、ドクターヘリ搭乗医師と現場救急

隊が協議して選定する。 

⑦ 心肺停止（ＣＰＡ）状態の患者に関する特例 

救急現場或いは離着陸場所において、心肺停止状態の傷病者に適切な心肺

蘇生を行っても心拍再開の可能性がないと判断される場合は、原則として、

ドクターヘリによる搬送の適応としない。ただし、救急車で搬送を行うかど

うかは、ドクターヘリ搭乗医師が現場救急隊と協議して、決定する。 

⑧ 搬送先医療機関への連絡 

ドクターヘリ基地病院は、搬送先医療機関が決定され次第、直ちに、搬送

先医療機関に対して、ヘリコプター離着陸場所の安全確保の措置や患者収容

のための対応など受入体制の確保について要請する。 

⑨ 搬送先医療機関所管外等の離着陸場所の安全確保 

自らが管理し、大阪府ドクターヘリの運航を目的とする飛行場外離着陸場

としての許可を得た離着陸場所を有しない搬送先医療機関に搬送することと

なった場合、ドクターヘリ基地病院は、所轄消防機関に連絡し、ヘリコプタ

ー離着陸場所の使用及び安全確保の措置、及びやむを得ない場合の当該医療

機関への救急搬送を依頼する。同時に、使用する離着陸場所を警察に連絡す

る。 

所轄消防機関は、管理者に使用の連絡をするとともに、離着陸に備えた対

応を依頼する。さらに、離着陸場所において、搬送先医療機関関係者、管理

者及び必要に応じて地元警察等の協力を得ながら、離着陸に備えて、安全確

保の措置を取る。 

⑩ 引継ぎ及び搬送 

準備が整い次第、ドクターヘリは傷病者を搬送先医療機関へ搬送する。現

場救急隊からの引継ぎは、離着陸場所において行うこととする。必要に応じ

て、帰署後等にファックス又はメールにより、状況によっては電話或いは通

信指令室経由により、追加的な引継ぎを行う。 

 



 

 

（４）収容 

① 搬送先医療機関の対応 

搬送先となった医療機関は、ヘリコプターの離着陸に備えて、速やかに離

着陸場所の安全確保の措置を取るとともに、傷病者を収容するための準備態

勢を取る。 

自らが管理し、大阪府ドクターヘリの運航を目的とする飛行場外離着陸場

としての許可を得た離着陸場所を有しない搬送先医療機関は、所轄消防本部

に離着陸場所の安全確保を依頼するとともに、ドクターカー等を出動させ、

離着陸場所から傷病者を搬送する。搬送先医療機関に自らの搬送手段がない

場合は、管轄消防機関が救急搬送に協力する。 

② 搬送先医療機関への着陸 

ドクターヘリの機長は、搬送先医療機関の離着陸場所直近に到着した時点

で、当該医療機関等により安全確保の措置が取られていることなど最終的な

安全確認を行い、着陸を判断し、着陸する。 

③ 傷病者の収容及びドクターヘリの帰還 

基地病院以外の医療機関へ傷病者を搬送した場合、ドクターヘリは、速や

かに基地病院へ帰還し、燃料の補給、積載機器・医薬備品等の点検・補充を

行う。帰還後、運航管理室において次回出動可能時間を確定し、出動要請に

備える。 

 

８．山間部及び海上など特別の対応が必要な救急現場と医療機関の間の運航 

山中等で救急車が直近まで進入不可能な場所や覚知から病院到着までに長時間

（１時間以上）を要する場所等の山間部或いは海上など特別の対応が必要な救急現

場へのドクターヘリの出動並びにこれらの救急現場から医療機関へのドクターヘリ

による救急搬送については、前項の通常の救急現場における規定を基本としつつ、

以下のとおり所要の対応を行う。 

（１）要請の判断と出動要請 

消防機関の指令室は、可能な限り、119番通報を受けた時点で判断し、ドクタ

ーヘリ基地病院運航管理室に出動を要請する。 

（２）特別な離着陸場所の選定 

山間部の救急現場からの搬送に対応するため、予め、特別な離着陸場所を選



 

 

定するよう努める。 

（３）救急現場の位置等についての連絡 

出動を要請する消防機関は、救急現場の位置及び周辺状況等についても、可

能な限りドクターヘリ基地病院運航管理室に連絡する。 

（４）救急隊及び支援隊未到着時における着陸の特例 

ドクターヘリの機長は、着陸場所直近に到着した時点で、救急隊や支援隊な

ど消防機関の関係者が到着していない場合であっても、管理者等により安全確

保の措置が取られているなど、確実に安全が確保できていることが確認でき、

着陸可能と判断した場合は、地上への警告を行いつつ、着陸する。ただし、安

全確保が困難と判断した場合は、上空で待機する。 

（５）救急隊及び支援隊未到着時における処置・搬送の特例 

救急隊が到着していない場合であっても、傷病者との接触が可能な状況であ

れば、搭乗医師は、治療を開始する。 

さらに、救急隊の到着に長時間が必要で、搭乗スタッフ等による傷病者の収

容が可能である場合は、所轄消防機関通信指令室と調整の上、救急隊等の到着

を待たずに搬送する。 

（６）消防・防災ヘリ等による救助との連携 

救急現場が山中又は海上であるために、消防・防災ヘリの救助隊等による救

出・救助が必要で、救出・救助後、傷病者を当該ヘリにより直接医療機関へ搬

送する、或いは、消防機関が引き継いで救急車により医療機関へ搬送するより

も、直近離着陸場所においてドクターヘリに医療救護活動を引き継ぐ方が、救

命等の観点から効果的であると、消防機関が判断する場合は、救助のためのヘ

リコプターとともに、ドクターヘリの出動を要請する。 

 

９．高速道路上の救急現場と医療機関の間の運航 

高速道路上における重大事故等発生の場合の救急現場直近高速道路上へのドクタ

ーヘリの出動並びに高速道路上の救急現場から医療機関へのドクターヘリによる救

急搬送については、７の通常の救急現場における規定を基本としつつ、警察庁・消

防庁・厚生労働省・国土交通省の４省庁の「高速道路におけるヘリコプターの離着

陸に関する検討について～ヘリコプター離着陸の要件・連絡体制等の整理～」（以下

「４省庁合意文書」という。）に準拠して、所要の対応を行う。 



 

 

（１）適用 

大阪府内の別紙５に記載する高速道路に適用する。 

（２）安全管理 

ドクターヘリの高速道路上の救急現場への要請、出動、並びに現場での医療

救護活動にあたっては、ヘリコプターの離発着に伴う走行車両への影響等を十

分考慮し、安全管理及び二次事故の発生防止を最優先事項とする。 

（３）離着陸場所候補地 

① 離着陸場所候補地のクラス分け 

高速道路会社等は、４省庁合意文書に示された「高速道路本線上における

ドクターヘリ離着陸場所候補地のクラス分けの目安」に基づき、管理する道

路の全線についてクラス分けを行う。 

② クラス分けの確定 

高速道路会社等が行ったクラス分けを、運航事業者がヘリコプター運航上

の技術的専門的見地から確認した上で、高速道路会社、警察機関、運航事業

者、大阪府の４者が最終確認して、別紙５に記載する高速道路のクラス分け

を確定する。 

③ 高速道路上離着陸場所 

②により確定したクラス分けをもとに、予め高速道路本線上離着陸場所を

別に定める。 

（４）要請 

① 要請者 

要請者は、消防機関とする。現場に先着した場合であっても、警察機関が

直接要請することはできない。 

なお、患者又はその家族など個人からの直接の要請は受け付けない。 

② 要請に先立つ事故発生の連絡 

消防機関の指令室は、ドクターヘリ出動の適応となる可能性のある高速道

路上での事故等発生の119番通報を受けた場合、直ちに、ドクターヘリ基地病

院運航管理室に、事故発生の事実、発生場所や事故状況等の情報を連絡する。 

この時、ドクターヘリ基地病院運航管理室は、ドクターヘリの出動が不可

能な状況であれば、その旨を伝える。 

 



 

 

③ 出動待機 

②の連絡を受けた場合、ドクターヘリ基地病院は、出動に備えた準備態勢

を取る。 

④ 出動要請に先立つ相互連絡 

消防機関は、警察機関（大阪府警察本部及び近畿管区警察局。以下同じ。）、

当該道路を管理する高速道路会社等との間で、ドクターヘリを要請する場合

の事故発生現場の反対車線の通行止めや速度規制等により安全を確保するた

めの所要時間等の情報を相互に交換する。 

⑤ 要請の判断 

消防機関は、交通規制等により着陸場所の安全を確保するための所要時間

を考慮してもドクターヘリを高速道路本線上離着陸場所に着陸させる方が、

高速道路場外への着陸による医師の派遣、傷病者の引継ぎや救急車による医

療機関への直送より、医師が傷病者に早く接触できると見込まれる場合に限

り、別紙３の「大阪府ドクターヘリ出動基準及びキーワード」に基づいて、

高速道路本線上へのドクターヘリの要請を判断する。ただし、サービスエリ

ア等に整備された救命活動支援ヘリポートを使用できる場合は、この使用を

優先する。 

⑥ 出動要請 

消防機関は、⑤によりドクターヘリの要請を判断し、ドクターヘリ基地病

院運航管理室に出動を要請する。 

出動要請を行った消防機関は、ドクターヘリの出動を要請した旨を直ちに

警察機関及び当該道路を所管する高速道路会社等に連絡する。 

⑦ 要請の取消し及びその連絡方法等 

７の通常の救急現場における規定と同様とする。 

（５）離着陸場所の決定及び安全確保 

① 離着陸場所の調整 

ドクターヘリの出動を要請する消防機関は、ドクターヘリ基地病院運航管

理室と調整して、予め定めた高速道路本線上離着陸場所のうち、最も適切な

離着陸場所を選定し、警察機関及び当該道路を管理する高速道路会社等に、

その使用の連絡をするとともに、離着陸に備えた安全確保を依頼する。 

何らかの理由により予定した離着陸場所が使用できない場合、警察機関及



 

 

び高速道路会社等は、直ちにその旨を伝え、可能であれば、より適切な離着

陸場所を助言し、消防機関は、別の離着陸場所を選定するか、ドクターヘリ

の出動要請を取り消すかを判断する。 

② 決定した離着陸場所の連絡 

ドクターヘリの出動を要請する消防機関は、①で決定した離着陸場所をド

クターヘリ基地病院運航管理室へ連絡する。 

ドクターヘリ運航管理室は、確認のため、直ちに、決定した離着陸場所を

高速道路会社及び警察に連絡する。 

③ 交通規制の実施 

警察機関は、ドクターヘリの離着陸に備えて、対向車線の交通規制の必要

及び内容について判断し、高速道路会社等の協力を得て実施する。 

④ ドクターヘリ離着陸場所の安全確保 

警察機関は、高速道路会社等や現場に出動している消防機関の協力を得な

がら、ドクターヘリの離着陸に備えて、速やかに安全確保の措置を取る。 

高速道路会社等及び消防機関は、安全確保のため警察機関に協力する。 

⑤ 安全確保状況の把握 

消防機関は、警察機関等との情報共有により、離着陸場所の安全確保状況

を把握し、必要に応じて、ドクターヘリ基地病院運航管理室へ状況を連絡す

る。 

⑥ ドライバーへの周知 

高速道路会社等は、可能な限り速やかに、高速道路上でドクターヘリによ

る救急活動を実施していることを、道路情報板等を活用して高速道路を走行

する車両ドライバーに周知する。とりわけ、対向車線の通行止めを実施しな

い場合は、対向車線を走行するドライバーに対しても周知を徹底する。 

（６）出動 

① 出動の判断 

ドクターヘリ基地病院運航管理室は、離着陸場所の安全確保状況について

の消防機関からの連絡をもとに出動準備を進め、交通規制が完了し安全確保

が終了して離着陸が可能となる予定時刻に合わせて出動する。ただし、ドク

ターヘリ基地病院運航管理室と消防機関が必要と判断した場合、警察機関と

調整の上、予定より早く出動することができる。 



 

 

② 機長の判断による着陸 

ドクターヘリの機長は、着陸場所直近に到着した時点で、警察機関等によ

る交通規制が完了し、着陸場所の安全が確保され、その周辺が離着陸に伴い

障害が起こる状況にないことを最終確認した後に、着陸する。 

（７）救急搬送方法の変更 

消防機関は、離着陸場所の安全確保に長時間を要することが判明した場合や、

高速道路外への短時間での救急車搬送が可能となった場合、高速道路上へのド

クターヘリ着陸と比較して、より早く傷病者が医療処置を受け始められるよう、

離着陸場所を高速道路外に変更して医師の派遣又は傷病者の引き継ぎを行うか、

医療機関へ傷病者を直送する。 

（８）処置及び搬送等 

① ドクターヘリ離着陸場所への搬送等 

救急現場に出動中の救急隊は、ドクターヘリ着陸後、速やかに、着陸場所

へ傷病者を搬送する。傷病者の搬送が困難な場合は、消防機関又は警察機関

が支援して、速やかに、医療スタッフを誘導・移動させ、直ちに治療を開始

する。 

② ドクターヘリ搭乗者の安全確保 

ドクターヘリ搭乗者は、高速道路本線上においては、警察職員や消防職員

の誘導・指示に従い、自らの安全に十分留意して治療等の活動を行う。 

③ 引継ぎ、搬送、収容 

その他、搬送先医療機関の選定等に関すること、引継ぎ及び搬送、収容等

に関することは、７の通常の救急現場における規定と同様とする。 

（９）消防機関相互の協力連携 

高速道路場外にドクターヘリを要請して傷病者の処置及び引継ぎ・搬送を行

う場合で、離着陸場所を他の消防機関が管轄するときには、高速道路上の救急

現場を管轄する消防機関が、離着陸場所を管轄する消防機関に支援・協力を要

請し、相互に協力、連携して、離着陸場所の決定や安全確保を行う。 

 

１０．施設間の運航 

医療機関から別の医療機関への患者の搬送のためのドクターヘリの出動及びドク

ターヘリによる救急搬送については、以下のとおりとする。 



 

 

（１）要請及び要請に先立って必要な調整 

① 要請者 

要請者は、大阪府ドクターヘリの平時の運航範囲内の病院又は診療所、或

いは、消防機関とする。 

なお、患者又はその家族など個人からの直接の要請は受け付けない。 

② 病院又は診療所の医師による要請の判断と出動要請 

病院又は診療所の医師は、より高度或いは専門的な医療を行わなければ患

者の救命及び社会復帰に関わるなどの理由から、ドクターヘリによる搬送が

必要であると判断した場合、ドクターヘリの出動を要請できる。 

なお、この際の判断には、別紙３の「大阪府ドクターヘリ出動基準及びキ

ーワード」を準用する。 

③ 消防機関による要請の判断と出動要請 

消防機関は、他府県から航空機等により大阪府内の飛行場や飛行場外離着

陸場等に搬送された患者を、大阪府内又は近畿府圏内の医療機関へ救急搬送

する要請を受け、ドクターヘリによる搬送が必要であると判断した場合、ド

クターヘリ基地病院運航管理室に出動を要請できる。 

なお、この際の判断には、別紙３の「大阪府ドクターヘリ出動基準及びキ

ーワード」を準用する。 

④ 搬送先医療機関 

医療機関からの要請に応えて、ドクターヘリにより患者を搬送する医療機

関は、大阪府内の病院及びヘリポート（飛行場外離着陸場等の緊急の離着陸

場所でも可）を用意できる近畿圏内の病院とする。 

⑤ 搬送先医療機関の決定 

ドクターヘリの出動を要請しようとする病院又は診療所は、原則として、

事前に、患者を受け入れてもらう搬送先医療機関を決定しておかなければな

らない。 

また、搬送先医療機関との間で、搬送日時や受入体制の確保、ドクターヘ

リの離着陸場所、離着陸場所からの搬送方法等について調整しておかなけれ

ばならない。 

⑥ 搬送元医療機関側の離着陸場所の決定 

ドクターヘリの出動を要請する病院又は診療所は、管轄消防機関に施設間



 

 

搬送への協力を依頼し、当該消防機関と協議の上、予め定めた離着陸場所（飛

行場外離着陸場又は防災対応基準を満たした離着陸場所）のうちから、使用

する離着陸場所を選定する。 

管轄消防機関は、離着陸場所の管理者に使用を連絡し、離着陸に備えた対

応を依頼するとともに、当該離着陸場所へ支援隊を出動させる。ただし、当

該病院がヘリポート（大阪府ドクターヘリの運航を目的とする飛行場外離着

陸場）を有する場合に限っては、管轄消防機関との協議を要しない。 

⑦ 搬送先医療機関側の離着陸場所の決定 

ドクターヘリの出動を要請する病院又は診療所から施設間搬送への協力依

頼を受けた消防機関は、搬送先医療機関所在地の消防機関に搬送先医療機関

名を伝えて協力を依頼し、予め定めた離着陸場所（飛行場外離着陸場又は防

災対応基準を満たした離着陸場所）のうちから、使用する離着陸場所を選定

する。同時に、ドクターヘリ基地病院運航管理室に離着陸場所を連絡する。 

離着陸場所の管轄消防機関は、管理者に使用の連絡し、離着陸に備えた対

応を依頼するとともに、当該離着陸場所へ支援隊を出動させる。ただし、搬

送先医療機関が大阪府ドクターヘリの運航を目的とする飛行場外離着陸場と

しての許可を得た離着陸場所を有する場合は、管轄消防機関との協議を要し

ない。 

⑧ 要請及び要請の取消しの連絡方法 

要請者である病院又は診療所が大阪府ドクターヘリの運航を目的とする飛

行場外離着陸場として許可を得た離着陸場所を有する場合に限って、当該病

院又は診療所が、基地病院ドクターヘリ運航管理室の専用電話に、搬送先医

療機関名、搬送元及び搬送先のドクターヘリ離着陸場所等を伝えて、出動を

要請する。 

前記以外の場合は、要請者である病院又は診療所から施設間搬送への協力

を依頼された消防機関が、基地病院ドクターヘリ運航管理室の専用電話に、

医療機関名、搬送元及び搬送先のドクターヘリ離着陸場所等を連絡し、ドク

ターヘリ基地病院運航管理室に出動を要請する。使用する離着陸場所が空港

や屋上ヘリポート等である場合を除き、同時に、消防機関は、ドクターヘリ

の出動を要請した旨を警察に通報する。 

なお、要請の取消しの連絡方法については、７の通常の救急現場における



 

 

規定と同様とする。 

（２）出動 

① 出動の判断 

基地病院は、要請者に患者の重症度その他の状況等を確認し、ドクターヘ

リによる搬送が妥当であると判断した場合は、ドクターヘリを出動させる。

ただし、飛行できない気象条件の場合は、その旨を要請者に伝える。 

② 決定した離着陸場所の警察への連絡 

ドクターヘリ基地病院運航管理室は、直ちに、（１）⑥又は⑦により決定し

た離着陸場所を警察に連絡する。 

③ ドクターヘリの離着陸場所の安全確保 

ドクターヘリを要請した病院又は診療所及び搬送先医療機関は、それぞれ

管理者、管轄消防機関の協力を得ながら、ドクターヘリ離着陸場所の安全確

保の措置を取る。 

（３）搬送 

① ドクターヘリ離着陸場所への搬送・ドクターヘリ離着陸場所からの搬送 

ドクターヘリの出動を要請した病院又は診療所は、当該病院等からドクタ

ーヘリ離着陸場所までの間、搬送先病院は、ドクターヘリ離着陸場所から当

該病院等までの間、患者を搬送する。 

やむを得ない事情により、自らの搬送の手段がない場合又は他に適当な搬

送手段がない場合は、管轄消防機関に当該該離着陸場所と当該医療機関の間

の救急搬送を要請することができる。 

② 機長の判断による着陸 

ドクターヘリの機長は、着陸場所直近に到着した時点で、消防機関、管理

者等により安全確保の措置が取られていることなど最終的な安全確保の確認

を行い、着陸する。 

③ 引継ぎ及び搬送 

搭乗医師が搬送元医療機関の医師から必要な引継ぎを受け、準備が整い次

第、ドクターヘリは患者を搬送先病院へ搬送する。 

搬送元医療機関の医師は、直接、搬送先医療機関への引継ぎも行う。 

 

 



 

 

１１．医療スタッフの緊急出動 

大阪府域及びその周辺において、局所的な事件、事故等の災害が発生した場合の

ドクターヘリの運航については、７の通常の救急現場における規定を基本としつつ、

以下のとおりとする。ただし、「大阪府地域防災計画」（大阪府防災会議）に基づく

災害応急対策が実施される場合の運航は、次項による。 

（１）要請 

① 要請者 

要請者は、消防機関又は災害拠点病院及び大阪府とする。 

② 消防機関による要請の判断と出動要請 

消防機関は、119番通報或いは警察からの連絡により管轄地域内で、５名以

上の傷病者が発生した場合に、別紙３の「大阪府ドクターヘリ出動基準及び

キーワード」に基づき判断し、現地での応急処置等医療救護活動及びトリア

ージのために、ドクターヘリ基地病院運航管理室に出動を要請することがで

きる。 

③ 基地病院以外の災害拠点病院による出動要請 

基地病院以外の災害拠点病院が、消防機関から緊急医療班の出動要請を受

けた場合、或いは、現地医療救護活動が必要であると判断した場合に、緊急

医療班（大阪ＤＭＡＴを含む）を派遣するために、ドクターヘリ基地病院運

航管理室に出動を要請することができる。 

④ 大阪府による出動要請 

消防機関からの出動要請を受け、大阪府は、「大阪府災害時医療救護活動マ

ニュアル（基本編）」の３（２）③に基づき、緊急医療班（大阪ＤＭＡＴを含

む）を派遣するにあたって、ドクターヘリの出動が有効であると判断すると

き、ドクターヘリ基地病院運航管理室にドクターヘリの出動を要請する。 

この場合、大阪府は、速やかに現場を管轄する消防機関に連絡を取り、離

着陸場所の決定や安全確保等必要な対応と連携を依頼する。以後の連絡は、

通常の出動要請の場合と同様、ドクターヘリ基地病院運航管理室が行う。 

⑤ 離着陸場所の決定 

③又は④に基づく出動をする場合、ドクターヘリ基地病院運航管理室は、

所轄消防機関に出動を伝え、離着陸場所の確保及び安全対策等必要な対応に

ついて調整・依頼する。 



 

 

なお、②による出動をする場合の離着陸場所については、通常の救急現場

への出動の場合と同様とする。 

（２）出動 

① 基地病院の医療スタッフの緊急出動 

基地病院は、（１）②の出動要請があった場合、傷病者の数、重症度その他

の状況を確認し、直ちにドクターヘリを出動させる。この際、必要に応じて、

通常の搭乗医師及び看護師を増員するほか、緊急医療班を搭乗させる。 

② 基地病院以外の災害拠点病院の医療スタッフの緊急出動 

基地病院は、（１）③又は④の出動要請があった場合、基地病院の医師及び

看護師を搭乗させることなく、当該災害拠点病院へ直ちにドクターヘリを出

動させることとし、当該災害拠点病院の緊急医療班を搭乗させた後、現場へ

向かうこととする。この際、より効率的であると判断した場合は、当該災害

拠点病院の緊急医療班が基地病院に参集し、ドクターヘリに搭乗して出動す

ることとする。 

また、当該災害拠点病院が自らの管理する離着陸場所を有しない場合は、

７（３）⑨の規定に準じて、離着陸場所を確保する。 

（３）緊急離着陸と離着陸場所からの移動手段の確保 

① 予め定めていない場所への緊急離着陸 

ドクターヘリを要請した消防機関は、航空法第81条の２に基づく緊急離着

陸が可能と判断した場合は、予め定めた離着陸場所以外の場所を現場直近で

指定して、ドクターヘリの着陸を要請することとし、所要の安全確保の措置

を取る。 

② 離着陸場所からの移動手段の確保 

必要であれば、当該消防機関は、ドクターヘリが離着陸した場所から現場

までの医療スタッフのための移動手段として緊急車両を確保する。この際、

当該消防機関において緊急車両を確保することが困難な場合は、近隣消防機

関や警察の応援により可能な限り速やかに緊急車両を確保する。 

（４）通常運航の一時停止 

本項によりドクターヘリが出動する場合、通常の救急現場等と医療機関の間

のドクターヘリの運航は一時的に停止することとし、ドクターヘリ基地病院運

航管理室はその旨を全消防機関に連絡する。 



 

 

なお、（１）④による出動の場合を除き、大阪府にも同時に連絡する。 

（５）交代・応援等の必要措置 

ドクターヘリ基地病院運航管理室は、逐次現場状況を把握し、現場での医療

救護活動等に要する時間が長時間に及ぶ場合或いは傷病者が多数にのぼる場合

など交代或いは応援の医療スタッフを派遣する必要があるときには、基地病院

責任者及び大阪府と協議し、必要な対応を行う。 

 

１２．災害時の運用 

（１）大阪府域で発生した災害への対応 

大阪府域で、大規模な地震、事件、事故等の災害が発生し、「大阪府地域防災

計画」（大阪府防災会議）に基づく災害応急対策が実施される場合のドクターヘ

リの運航は、以下のとおりとする。 

① 通常運航の停止 

大阪府域において、災害が発生し、大阪府において、「大阪府地域防災計画」

に基づく、対策指令部或いは対策本部が設置された場合、前項までに定める

通常の救急現場等と医療機関の間のドクターヘリの運航は一時的に停止する

こととし、大阪府は、直ちに、その旨を、ドクターヘリ基地病院運航管理室

に連絡する。 

② 基地病院の判断による緊急対応 

基地病院は、消防機関からの直接の連絡を受け、或いは、独自に得た情報

により、直ちに現地医療救護活動が必要であると判断する場合、大阪府から

の連絡を待たずにドクターヘリを災害現場に出動させることができる。 

この際、基地病院は、関係消防機関と連絡調整するとともに、速やかに大

阪府に状況報告を行う。 

③ 通常運航の停止についての周知 

前項により、通常のドクターヘリの運航を停止した場合、ドクターヘリ基

地病院運航管理室は、速やかに、その旨を、全消防機関に連絡する。 

（２）関西広域連合管内で発生した災害への対応 

関西広域連合内で、大規模な地震、事件、事故等の災害が発生した場合、そ

の地域の災害拠点病院及び管轄消防機関と密接な連携を取りながら派遣の判断

並びに活動を行う。その他の項目については、１２（１）の大阪府域で発生し



 

 

た災害への対応に準ずる。 

（３）広域災害への対応 

１）広域災害の定義 

本運航要領における「広域災害」とは、関西広域連合管外の都道県におい

て発生した災害救助法が適用される規模の災害を指す。 

２）出動対象範囲 

① ドクターヘリの出動対象範囲は、基地病院から広域災害による被災地域

が直線距離で概ね300km程度とし、別紙６のとおりとする。 

② ①に定められた範囲外への出動に関しては、関西広域連合・大阪府、基

地病院、運航会社の間で協議の上、その可否について決定するものとする。 

３）活動時間 

① 広域災害時の活動時間にあっては、原則として、移動時間を除き日本Ｄ

ＭＡＴ活動要領（平成18年４月７日付医政指発第0407001号厚生労働省医政

局指導課長通知）に準ずる（ただし、飛行は有視界飛行可能な日出から日

没までの時間帯に限る。）。 

② ①で準ずることとした活動時間を大幅に超える恐れがある場合には、関

西広域連合・大阪府、基地病院、運航会社の間で協議するものとする。 

４）広域災害時の派遣手続 

① 厚生労働省ＤＭＡＴ事務局から関西広域連合・大阪府又は基地病院がド

クターヘリの派遣要請を受けた場合には、ドクターヘリを被災地域へ派遣

することを検討するものとする。 

② ①による派遣要請を受けた場合、基地病院は、ドクターヘリの運航状況

等を勘案し、要請への対応の可否を検討し、判断するものとする。 

③ ②に基づくドクターヘリ派遣の判断を行った基地病院は、その判断結果

を関西広域連合・大阪府へ報告するものとする。 

④ ③に基づく報告を受けた関西広域連合・大阪府は、ドクターヘリの派遣

の可否を決定するものとする。 

⑤ ④に基づきドクターヘリの派遣が決定された場合、関西広域連合・大阪

府又は基地病院は、被災地域におけるドクターヘリの運航及びその支援の

ため、運航会社の操縦士、整備士及び運航管理者等（以下「運航会社の従

業員」という。）を被災地域に派遣するよう協力を求めることができる。 



 

 

⑥ 運航会社は、⑤に基づく協力要請があった場合には、運航会社の従業員

の安全が確保されると判断できる限り、これに協力するものとする。 

⑦ 基地病院又は関西広域連合・大阪府は、必要に応じて、⑥を踏まえて、

ドクターヘリの派遣を決定した場合には、速やかに厚生労働省ＤＭＡＴ事

務局に報告するものとする。 

⑧ 関西広域連合広域医療局からの連絡により、大阪府、基地病院及び運航

会社は、互いに関西広域連合管内ドクターヘリの派遣状況を把握するもの

とする。 

⑨ 基地病院又は運航会社は、災害派遣・出動時に各消防機関等へドクター

ヘリの運航が一時停止となること及び運航会社のＣＳが調整して別紙７に

より他府県のドクターヘリを要請することが可能であることを連絡する。 

⑩ 関西広域連合・大阪府、基地病院及び運航会社は、被災地域の情報を共

有し、ドクターヘリ運航の後方支援を行うものとする。 

５）災害時の指揮 

① ドクターヘリが４）に基づき出動した場合には、被災した都道県の災害

対策本部等の指揮下において、被災地域を管轄する消防機関などの関係機

関と緊密な連携を図りながら活動するものとする。 

② ドクターヘリは、①に関わらず、関西広域連合・大阪府の指示があった

場合には、被災した都道県の災害対策本部及び被災地域を管轄する消防機

関等との調整を図った上で、当該指示に従うものとする。 

③ ①及び②の場合において、被災地域におけるＤＭＡＴの活動領域が複数

の都道県にわたるときは、ドクターヘリは、ＤＭＡＴと一体となって活動

領域を拡大するものとする。この場合、ドクターヘリの搭乗者は、関係都

道県の災害対策本部、基地病院、厚生労働省ＤＭＡＴ事務局等にその旨を

報告するものとする。 

④ 被災した都道県の災害対策本部等は、本項による指揮を行うに当たり、

運航上の安全確保に関し、運航会社の判断を妨げてはならない。 

６）災害時の任務 

ドクターヘリの災害時の任務は、通常時の任務のほか、次のとおりとする。 

① 医師、看護師等の医療従事者及び業務調整員の移動 

② 患者の後方病院への搬送 



 

 

③ その他被災した都道県の災害対策本部等が必要と認める任務であって、 

ドクターヘリが実施可能なもの 

７）搭乗する医師及び看護師 

基地病院は、ドクターヘリを被災地域へ派遣する場合には、平時からドク

ターヘリに搭乗している医師又は看護師であって、ＤＭＡＴ隊員資格を有す

る者を搭乗させるよう配慮するものとする。 

８）離着陸場所 

① 離着陸場所の要件にあっては航空関係法令等に定める基準に適合するも

のとし、基地病院及び運航会社は事前に確認しなければならない。 

② 離着陸場所とは、空港、飛行場、公共用ヘリポート、公的機関により臨

時に設置された飛行場外離着陸場、緊急消防援助隊航空部隊受援計画に記

載された飛行場外離着陸場及びドクターヘリ運航で登録されているランデ

ブーポイント（ドクターヘリ基地病院の離着陸場所を含む。）をいう。こ

れらに合致しない離着陸場所であっても、関係機関による使用の実績があ

り、その状況について確認が取れている離着陸場所にあっては使用できる

ものとする。 

③ 被災地域における現場直近での離着陸については、非常時の判断に準じ

て行うものとする。この際、一度離着陸した場所に関する情報は、速やか

に被災都道県等の災害対策本部等に提供するよう努めるものとする。 

④ ②に規定されている離着陸場所であって、建築物上に設定されているも

のにあっては、被災後においても安全に使用できることが確認されるまで

使用してはならない。 

９）離着陸場所の安全確保 

① 使用しようとする離着陸場所にあっては公的機関（消防、警察、海上保

安庁、自衛隊）等による無線統制及び安全確保が実施されている場所が望

ましい。 

② 航空管制、フライトサービス等無線局が開設されている離着陸場所にあ

っては、その指示に従う。 

10）搭乗員の勤務時間等 

航空関係法令等に定められた乗務員の乗務時間及び勤務時間を遵守するも

のとする。 



 

 

11）運航会社の従業員の損害賠償 

関西広域連合は、被災地域に派遣する運航会社の従業員に対しては、医療

従事者と同等の補償が適用されるように体制を整えるものとする。 

12）予備機の活用 

基地病院又は関西広域連合・大阪府が、運航会社の所有するドクターヘリ

予備機による被災地域へのドクターヘリ派遣が必要と判断した場合、関西広

域連合・大阪府は、「災害等緊急時におけるヘリコプターの運航に関する協

定」に基づき、運航会社に対し、予備機によるドクターヘリ派遣を要請する

ことができるものとする。 

13）費用等 

関西広域連合・大阪府は、特段の事由が生じた場合、運航に係る費用につ

いて、ドクターヘリ運航会社との協議に基づき、必要と認められる額を支弁

するものとする。 

（４）災害時の運用の原則 

災害が発生した場合、関西広域連合・大阪府は、「大阪府地域防災計画」、

「大阪府災害等応急対策実施要領」並びに「大阪府災害時医療救護活動マニュ

アル」等の定めるところにより、ドクターヘリによるＤＭＡＴ・医療救護班の

派遣や患者搬送などの医療救護活動を実施することとする。その際、大阪府健

康医療部保健医療室医療対策課は、大阪府政策企画部危機管理室を通じ消防機

関、自衛隊、警察、日本赤十字社、海上保安庁等防災関係機関と調整し、相互

に連携を図りつつ、ドクターヘリを運用する。 

 

１３．ドクターヘリと関係機関との連絡手段 

ドクターヘリの円滑な運航のため、原則として、厚生労働省医政局指導課長の「ド

クターヘリ導入促進事業に係る無線の使用について」に基づき対応する。 

（１）ドクターヘリ基地病院運航管理室と消防機関及び医療機関との通信は、専用

直通電話による。 

（２）ドクターヘリとドクターヘリ基地病院運航管理室との通信は航空無線による。 

（３）ドクターヘリとドクターヘリ基地病院救命救急センターとの通信は、医療業

務用無線による。 

（４）ドクターヘリと消防機関との通信は、消防・救急無線（府県波又は全国波）



 

 

による。 

（５）高速道路上への離着陸時及び災害時の通信は、消防・救急無線（防災相互波）

による。 

 

１４．訓練等 

ドクターヘリを安全かつ円滑に運航するため、事業主体及び基地病院並びに運航

事業者は、消防機関及び警察関係機関、医療機関及び医師会、市町村、その他の関

係機関と相互に密接に連携・協力して、出動要請・情報伝達・救急搬送等運航訓練

や災害時出動に関する訓練を実施する。 

また、ドクターヘリ運航に関わる医師、看護師、操縦士、整備士等は知識・技能

の向上に努める。 

 

１５．検証評価 

消防機関、医療機関等関係機関の協力を得て、必要な資料収集、出動事例の分等

に基づき運航実績を検証し、ドクターヘリ運営事業の評価を行い、常に事業の改善・

充実に努める。 

 

１６．ドクターヘリ運航に伴い生じた問題への対処 

ドクターヘリ運航に伴い生じた問題については、関西広域連合・大阪府・基地病

院が対処する。ドクターヘリ運航業務受託者及び関係機関は、これに協力する。 

 

１７．地域の協力体制づくり 

ドクターヘリを安全かつ円滑に運航し、効果的に運用するため、ドクターヘリの

運航について周知、普及啓発に努め、関係機関や住民の理解と協力を得て、地域の

連携・協力体制づくりを進める。 

 

１８．搬送適応外について 

「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律」の感染症類型に基

づく、一類感染症、一類感染症の擬似症、一類感染症の無症状病原体保有、二類感

染症、二類感染症の擬似症の一部、新感染症、指定感染症の一部の疾患に該当する

と診断された者、並びに二次被爆（曝）及び二次汚染の恐れのある場合の被爆（曝）



 

 

者については、ドクターヘリの搬送適応外とする。 

 

１９．ドクターヘリの広域活用について 

ドクターヘリの広域活用に関しては、本要領に定める事項を基本とし、関係府県

との間で別途協定を締結する。 

なお、消防機関は、大阪府ドクターヘリが既に出動している場合又は何らかの事

情により出動できない場合に、和歌山県ドクターヘリの出動を要請することができ

る。 

 

附則 

本要領は、平成20年１月１日から施行する。 

附則 

本要領は、平成21年１月１日から施行する。 

附則 

本要領は、平成21年４月１日から施行する。 

附則 

本要領は、平成23年４月27日から施行する。 

附則 

本要領は、平成23年５月30日から施行する。 

附則 

本要領は、平成24年７月12日から施行する。 

附則 

本要領は、平成24年12月16日から施行する。 

附則 

本要領は、平成29年３月13日から施行する。 

附則 

本要領は、平成30年３月５日から施行する。 

附則 

本要領は、令和２年４月１日から施行する。 

附則 

本要領は、令和４年７月１日から施行する。 



 

 

 

 

 

大阪府ドクターヘリ関係連絡先一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

和歌山県ドクターヘリ関係連絡先一覧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関係者専用連絡先のため 

記載省略 

関係者専用連絡先のため 

記載省略 


